






み られるように、 自殺の問題 とその予防策への関心が高 まる中、労働法
領域 においても、労働者 の精神的な健康保持のための諸措置(メ ンタル
ケア)の 具体的取 り組みに一定の進展がみ られる。 しか し、厚生労働省
が平成23年6月14日 に発表 した 「平成22年度 脳 ・心臓疾患および精
神障害などの労災補償状況まとめ」 によれば1、精神障害 にかかる認定請
求件数1,181件、支給決定件数は308件と2年連続で過去最高を記録し(従






それぞれの取組みが必要であるが、労働者が一 日の大部分 を過 ごし、 と
りわけス トレス要因を抱 えやすい職場において実施 される対策 は、自殺
とい う重大な結果を防止するために非常 に重要である。
業務に起 因する、あるいは業務 に起因 しないにせ よ、労働者の精神疾
患の発症 ない し悪化 の予防策は、一次予防(発 症 させ ないための対策)、






者が講ずべ き健康 の保持増進のための措置 に関する指針 として、「労働
者の心の健康 の保持増進のための指針」(平18.3.31健康保持増進のため
の指針公示第3号)が 定められている。 これ 自体は、メンタルヘルスケ
アに関 して 「積極的に取 り組むことが望 ましい」 とされ る内容 を示 した
行政通達に過 ぎないが、衛生委員会や安全衛生委員会の活用 と基本計画
を作成 して、「セルフケア」、「ライ ンによるケア」、「事業場内産業保健
スタッフ等 によるケア」及び 「事業場外資源によるケア」 の統合的な実






業者 に対 し、労働者の健康管理等について必要な勧告をすることがで き
る。」 としたうえで、同条4項 で 「事業者は、前項の勧告を受けたときは、
これを尊重 しなければな らない。」 としている。また同法の平成17年改
正(18年4月施行、従業員50人未満の小規模事業場では平成20年4月
か ら)に より、月40時間を超える労働が100時間を超える場合 に労働者
本人の申出に基づ き、原則 として産業医が面接指導を実施す る義務が課





しか し、これ らの規定の違反に罰則はなく、産業医の判断が必ず しも
使用者の具体的措置を義務付 けるものではない点 と、メンタルヘルス問








いて、使用者 にどの程度 の義務が課せ られているか、結果的にどのよう




労働者の自殺 をめ ぐる損害賠償訴訟を概観すると、使用者 に広範 な注
意義務ないし配慮義務 を認める例 も多いが、 自殺に対する予見可能性を
問題 として、労働者側の請求を棄却する例 も見られる。裁判例 における
使用者 の 「予見可能性」 の位置づけは必ず しも統一的で ないことから、
本稿では、労働者の 自殺をめ ぐる近時の損害賠償請求訴訟において、予
見可能性が どのようにとらえられているか、使用者 にどの程度の予見可





済手段 としては、労働者災害補償保 険法(以 下、労災保険法)に よる保
険給付 と、使用者に対す る民事損害賠償請求がある。ただ し労災保険に
よる先行給付は義務付け られていないため、民事損害賠償請求が先行す








おおむね6か 月の問に、客観的に当該精神障害 を発病 させ るおそれのあ
る業務 による強い心理的負荷が認め られること、c.業務以外 の心理的負
荷及び個体側要因により当該精神障害 を発病 した とは認め られないこと
の総合評価によ り、障害の結果 としての 自殺 も含め、労災 と認め られる
精神的障害の範囲を定めた。また、平成21年基発0406001号により、評
価項 目の追加や一部見直 しが行われているが、発病前おおむね6か 月の
出来事について心理的負荷 を評価 し、総合的に判断する点は同様である。
さらに平成22年4月 には、業務上の疾病につき、労働基準法施行規則別




発生 した災害に対する使用者の定額補償責任 を基礎に していることか ら、
労災認定の場合 には、「業務起因性」があるかが問題にな り、使用者の予
見可能性の有無は特段問題 とされない。
労働者の自殺 に対する業務起因性 を否定 した不支給処分の取消請求 を
認容 した近時の裁判例だけでも、国 ・真岡労基署長(関 東 リョーシ ョク)
事件(東 京地判平18.11.27労判935号44頁)、新宿労基署長(佼 成病院)




国 ・北九州西労基署長事件(テ トラ)事 件(東 京地判平21.2.26労判990
号163頁)、国 ・渋谷労基署長(小 田急 レス トランシステム)事 件(東 京
地判平21.5.20労判990号119頁)、国・江戸川労基署長(四 国化工機工業)
事件(高松高判平21.12.25労判999号93頁<要旨>)、国・諌早労基署長(ダ
イハツ長崎販売)事 件(長 崎地判平22.10.26労判1022号46頁)、国 ・三






他方、業務起 因性 を否定 した例 を見 ると、個体 的要因が大 きく、業
務起因性がないとしたさいたま労基署長(日 研化学)事 件(東 京高判平
19.10.11労判959号114頁)、個体的要因は認め られるが、発症前お よび
発症後の業務に要因が認め られない とする国 ・池袋労基署長(A社)事
件(東 京地判平21.9.9労経速2056号16頁)、業務上の要因 も個体上の要
因 も認め られない国 ・福岡中央労基署長(デ ュポン)事 件(東 京地判平
22.6.9労経速2087号3頁)があげられる。
労災認定においては、業務上 の負荷要因の存在 と個体的要因の存在の
相関関係の中で、業務上の負荷 と精神障害の発症の 「相 当因果関係」が
認められれば、業務起因性のある精神的障害の結果 としての 自殺 として、
死亡 にも因果関係が認め られてお り5、労災保険法12条の2の2第1項
に基づ く不支給処分、同2項 に基づ く支給制限は事実上行われていない
ことから6、業務起因性の 「有無」のみが重要にな り、死亡に対する予見
可能性は問題 とされない。 このため、業務 に起因するうつ病エピソー ド
の存在が認め られれば、原則 として 自殺についての業務災害該当性が認





義務違反7の 前提 としての予見可能性 と、相当因果関係のある損害の範
囲を確定する前提 としての予見可能性 とい う二つの面で、使用者の 自殺







3日に1度 の頻度で翌朝 まで残業 していた入社1年4か 月後の社員の 自
殺 に対する不法行為損害賠償請求において、 自殺 と業務の因果関係 につ
いて、「長時間労働、平成三年七月ころか らの同人の異常な言動等に加 え、
うつ病患者が 自殺を図ることが多いことも考慮すれば、Aが 常軌 を逸 し
た長時間労働 により心身共 に疲弊 して うつ病 に陥 り、 自殺 を図ったこと
は、被告 はもちろん通常人にも予見 することが可能であったというべ き
であるか ら、Aの 右長時間労働 とう つ病 との間、 さらに うつ病 とAの
自殺 による死亡 との間 には、いずれも相当 因果関係があるとい うべ きで
ある」 との地裁、高裁判決 について、「負担 を軽減 させ るための措置 を
採 らなかったことにつ き過失があるとして、…損害賠償責任 を肯定 した
ものであって、その判 断は正当」 としてお り、安全配慮義務違反はない
とする使用者側上告を棄却 したうえで、逸失利益 約9590万円、慰謝料
2000万円等のうち、過失相殺 の類推適用 によって3割 を減 じた高裁の判
決に対する労働者側上告 を認容 して、労働者側敗訴部分 を破棄、差戻 し
ている。
原審が長時間労働 による負荷 によるうつ病発症 と、その結果 としての
死亡 は、通常人にも予見可能であ ったとして使用者に負担軽減義務違反
の過失があると認めたことから、何 らかの業務上の要因の存在 と自殺 と
いう結果 について相当因果関係 をス トレー トに認める判断を維持 し、か
つ労働者の個体的要因が通常予想 される範囲内であれば賠償の減額事 由





労の状態を生 じやす くなってお り、被告 らはこれを認識することが可能
であった」のであ り、「被告 らにおいてAを 直ちに特注 ソース等製造部
門か ら外し 、あるいは医師 の治療 を受けさせ るなどの適宜の措置 をとる




このほか、短大卒業後す ぐに保母 とな り、1年後にうつ症状を発症 し
て退職 したものの、退職の1か 月後 に自殺 した21歳の労働者の遺族から
の債務不履行 による損害賠償事案である東加古川幼児園事件(最3小 判
平12.6.27労判795号13頁)は 「被控訴人園の勤務条件は劣悪で、Aを




と推認す ることがで きる(Aが 自殺 したのは被控訴人園を退職 してか ら
約一か月後であるが、前判示の とお り、三か月間の過酷な勤務条件 は十
分 うつ状態の原因とな りうるものであ り、その回復期 に自殺が多いこと
か らすれば、右退職か ら自殺 までの一か月間は被控訴人園での勤務 とA
の自殺についての相当因果関係 を否定する ものではない。)。そうであれ
ば、被控訴人園 は、従業員であるAの仕事 の内容 につ き通常なすべ き配
慮を欠 き、その結果Aの 自殺 を招いたものといえるか ら、債務不履行(安
全配慮義務不履行)に よる損害賠償責任 を負 うもの とい うべ きである」
として、逸失利益 に加え、両親各 自の慰謝料1000万円を認めつつ、過失
相殺に より8割 を減額 した大阪高判平10.8.27(労判744号17頁)を維
持 した。
前掲電通事件最高裁判決は、注意義務違反 と自殺 との因果関係 を広 く
認めたうえで、本人側の性格的要因を減額事由とできない としたのに対
し、本判決の ように、配慮義務違反 と自殺の相当因果関係を認めなが ら、
過失相殺を用いて減額する裁判例 は、その後何件かみ られる。
た とえば、み くまの農協(新 宮農協)事 件(和 歌山地判平14.2.19労判
826号67頁)は、台風被害の対応 にあたっていた入職33年 目のガソリ
ンス タン ド所長の 自殺 に対する遺族か らの債務不履行 ・不法行為損害賠
償請求事案であるが、判決は 「使用者である旧組合 としては、通常業務
に加えて復旧作業に従事する本件給油所職員、 とりわけ、所長 という責
任 ある立場 にあった亡Aに 対 して、通常時以上に、その健康状態、精神
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状態等 に留意 し、過度 な負担をかけ心身 に変調 を来 して自殺 をすること
がないように注意すべき義務を有していたといわなければならない。 し
かるに、上司 として亡Aに 対 し指揮監督命令 をなしうる立場 にあったB
らにおいては、亡Aが 、台風後の処置の中で既 に処理の目途が立 った損
害について思い悩み、Bら に対 して、蒸 し返す ように同 じ趣 旨の発言 を
繰 り返 していたことなどか らすると、亡Aの 異変を認識 しうる可能性 を
有 していたに もかかわらず、旧組合 は、浸水被害 を受 けた 日の翌 日から
4日間通常業務を休業することとして(略)、その間、旧組合本所等から
応援の者を派遣 して清掃等 を手伝わせたに止 まり、… 旧組合 には安全配
慮義務違反及び不法行為上の過失が認め られる」 として逸失利益 に加え、
死亡 した本人の慰謝料1800万円、妻 ・子計4名 それぞれ200万円の慰謝
料等 を認容 しつつ、過失相殺等で7割 を減額 している。
また、三洋電機サービス事件(東京高判平14.7.23労判852号73頁)は、
入社26年後の労働者が係長昇進 を苦に悩 んでいた中で自殺 したことに対
して、遺族が上司個人 と会社 に対 して不法行為損害賠償請求を行 った事
案であるが、「一審被告Nと して も、Aの 精神状態が単なる一時的な気
分の落ち込みではなく、自分の意志 の力では克服で きない内的な障害が
あって、医師の治療によらなければ回復で きない病的状態 にあること、
そ して、単 にAの 訴えがあるだけではな く、医学的見地か らもAは 相当
期間の休養 を する状態であったことを知 ることができ、 このままAに
勤務を継続させた場合にはAの心身 にさらに深刻 な影響が及び 、状況に
よっては自殺などの最悪の事態 が生 じることもあるものと予見 で きた も
の というべ きで…Aが 自殺未遂事故 を起こ したことを知った平成8年5
月下旬以降はより一層予見が可能であった」 としつつ、「Aの勤務状態は
極めて安定 していた か ら、一審被告 らがAの 自殺することは予見できな
かった旨主張するが、上記 〈1>ない し<6>の 事情に照 らせば、この
間Aは 理性的な行動 を保 ち外見上問題のない勤務態度 をとるため自己統
制のための非常 な努力をしていた もの と推測で きるのであ り、一審被告
Nも この事実 を認識することはで きた もの というべ きであるか ら、上記







後に統合失調症ない し境界性人格障害 と診断された職員の 自殺事案であ
る川崎市水道局(い じめ自殺)事件(東京高判平15.3.25労判849号87頁)
は、上司個人への不法行為、市への国賠法請求について、市の安全配慮
義務違反に関 し、「精神疾患 に罹患 した者が自殺することはままあること
であ り、 しか も、心因反応の場合には、 自殺念慮の出現する可能性が高
いことをも併せ考えると、Aに 対するい じめ を認識 していた被告Y2及
びい じめを受 けた旨のAの 訴えを聞いたB課 長においては、適正な措置
を執 らなければ、Aが 欠勤にとどまらず、精神疾患(心 因反応)に 罹患
してお り、場合 によっては自殺の ような重大な行動 を起 こすおそれがあ
ることを予見することがで きたとい うべ きである。 したが って、上記の
措置を講 じていれば、Aが 職場復帰することがで き、精神疾患 も回復 し、
自殺 に至 らなか ったであろうと推認することがで きるか ら、被告Y2及
びB課 長の安全配慮義務 違反とAの 自殺 との間には相当因果関係がある
と認めるのが相当であ」 り、「第1審 被告の職員の言動 によってAに 精
神分裂病等が発症することは予見不可能であったか ら、仮にい じめがあっ
た として も、その行為 とAの 死亡(自 殺)と の間には相当因果関係がな
い旨主張するが、前記認定説示の とお り、Y2ら3名 の言動がAに 対す
るい じめ(不 法行為)で あ り、その行為 とAの 心因反応ない し精神分裂
病の発症 ・自殺 との間に 実的因果関係 が認められる以上、不法行為 と
損害(Aの 死亡)と の間に相当因果関係が ある(損害 論の問題)と い う
べ きである」 として、逸失利益 と慰謝料1200万円等 を認めつつ、過失相
殺の類推適用で7割 を減額 している。
しか しなが ら、この他の裁判例では、使用者が素因減額 ない し過失相





長時間労働が続 き、入社6年 後 に自殺 した塗装班 リーダーの一般社員の
自殺に対する債務不履行 ・不法行為損害賠償請求事案であるが、「労働者
の健康状態の悪化 を現に認識 していたか、あるいは、それを現 に認識 し
ていなかったとしても、就労環境 等 に照 らし、労働者 の健康 状態が悪化
するおそれがあることを容易 に認識 し得た というよう な場合 には、結果
の予見 可能性が認め られ」、「故Aの労働 時間を適正な程度に抑える こと
を前提 に、故Aの精神面 での健康 状態を調査 し、改めて故Aに ついて休
養の必要性 について検討 した り、例 えば、異動 についての希望聴取 を行
い、心身 の状態 に適 した配属先 への異動 を行う などの対応を取って いれ
ば、同年5月14日 に故Aが 自殺 により死亡することを防止 し得る蓋然
性 は高かったといえる。 したがって、上記控訴人の安全配慮義務 違反(注
意義務違反)と 本件 自殺 との間には因果関係がある」 として、逸失利益
に加え、慰謝料2800万円等を認容 してお り、「自殺の原因について家族
関係 などの個人的な要因を認めることはできず、故Aの 性格 などに上記
損害額 を減額すべ き要因を認めることはで きない」 として、使用者側の
過失相殺の主張を退けている。
そ して、海上 自衛隊3等 海曹の自殺 に関 して国賠法請求事案である国
(護衛艦 さわぎり)事件(福 岡高判平20.8.25判例時報2032号52頁)は、
上官 らによる指導 目的を逸脱 したい じめがあった事実は認められないが、
「馬鹿」、「3曹失格」 といった指導の域 を超 えた誹謗 を継続的に行った点
で国賠法上違法 な行為があ り、「本件行為 とAの うつ病への り患及び自
殺 との間 には相当因果関係が認め られるとい うべ きである」 ところ、故
意過失 の判断における予見可 能性は、「心理的負荷 の蓄積 とい う危険 な
状態の発生その ものであるという べ きであ り、故意 又は過失の判 断の前











たという ことはで きず、ひいては亡Aの 自殺 につき予見可能性がなか っ
たとい うことはできない」 として、因果関係 について、「被告が前記安全
配慮義務 を尽 くし、亡Aの 心身の状態に適 した配属先への異動を行 うな
どして、その業務負担 を軽減 し、労働時間を適正なものに抑 えるなどの
対応 をとり、あるいは亡Aの 精神 的不調 を疑い、精神科への受診 を勧奨
す るなどの措置をとっていれば、亡Aが うつ病エ ピソー ドに罹患するこ
とを防止 し、あるいは亡Aが 自殺により死亡す ることを防止で きた蓋然
性 は高かった というべ きである」 として逸失利益 に加え、本人分慰謝料
3000万円を認容 した。
このほか、派遣労働者 として、昼夜交代勤務で クリーンルーム内の製




の健康 を損な う危険があることが周知の事実であるのは既 に説示 したと
お りであるか ら、過重 な業務 への従事 の点についての認識あるいは認識
可能性があれば、労働 者の心身 の健康 が損なわれること その内容 とし
てうつ 病等の精神障害 を発症することも含まれ 、また、その結果労働者
が自殺 をするに至ることも通常あ り得ることである について予見 す る
ことができ、また、過重な業務 が行 われることを回避すれば、労働者 の
心身
の健康が 損 なわれることを回避することができたという ことができ
る。本件においてAが うつ病 を発症 しそれによって自殺に至ったのは労
働者の心身の健康が損なわれる という危険が具体化 した一態様であると
い うべ きところ、この危険の予見可能性及び結果回避可能性 を認めるに
ついて、心身 の健康 が損 なわれ、その結果 、自殺 に至 る可能性 もあるこ




を必要 としなければ ならない理由はない というべ きである(な お、過重
な業務に従事 するな どして、疲労や 心理的負荷等が過度に蓄積 し、その
結果 うつ病 を発症 し、 うつ病によって自殺 をするに至る という 経過 は、
医学的知見に照 らしても全 く特別なものではないか ら、Aが従事 した業
務の過程 において過重な労働 等が行われ、そのことに起因 してAにう つ
病が発症 し、それに よってAが 自殺をするに至ったことについて相当因
果関係 を認めることがで きる)」として、逸失利益に加 え、本人分慰謝料
2000万円を認容 している。また、前掲電通事件の判示 を引用 し、過失相
殺事由は認め られない し、「Aの性格あるいはこれに基づ く業務遂行の態




担当業務 自体が過重なものだったことに加 え、長期にわた り月100時
間を超 える時間外労働 をしていた入社6年 目の現場監督の自殺 に対する
損害賠償請求事案である九電工事件(福 岡地判平21.12.2労判999号14
頁)で も、「長時間労働の継続などにより疲労や心理的負荷等が過度に蓄
積する と労働者の心身の健康 を損なうおそれがあることは広 く知 られて
いるところであ り、 うつ病の発症及びこれによる自殺はその一態様であ
る。そうす ると、使用者 としては、上記のような結果を生む原因となる
危険な状態の発生 自体 を回避する必要があるというべ きであ り、事前 に
使用者側が当該労働者の具体的な健康状態の悪化を認識することが困難
であったとしても、 これだけで予見可能性がなかった とはいえないので
あって、当該労働 者の健康 状態の悪化 を現 に認識 していたか、あるいは、
それを現 に認識 していなかったとしても、就労環境 等に 照 らして、労働
者の健康状態が悪化するおそれがあることを容易 に認識 し得たとい うよ
うな場合 には、結果の予見 可能性が認められるもの と解するのが相当で
ある」 として逸失利益に加え、慰謝料150万円を認容 している。
また、入社3年 後の海外取引担当バイヤーの自殺に対する債務不履行 ・
不法行為損害賠償請求事案であるマツダ(う つ病 自殺)事 件(神 戸地裁
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姫路 支判平23.2.28労判1026号64頁)は、 自殺は 「通常 は、当該労働
者が死の結果 を認識 し認容 したもの と考えられるが、少な くとも、当該
労働者が業務 に起因する精神障害 を発症 した結果、正常な認識、行為選
択能力が著 しく阻害 され、自殺 を思いとどまる精神 的な抑制力が著 しく
阻害 されている状態で 自殺に至った場合には、当該労働者が死亡 とい う
結果 を認識 し認容 していたとして も、当該結果 を意図 したとまではい う
ことがで きない」か ら、「業務 によ り発症 したICD-10第V章のF0な
い しF4に分類 される精神障害(注:FO:症状性を含む器質性精神障害、
F1精神作用物質使用 に よる精神 お よび行動 の障害 、F2:精神分裂 病、
分裂 病型障害 お よび妄想 性障害 、F3:気分[感情]障害 、F4:神経症 性
障害、 ス トレス 関連障害 お よび身体表現性障害 )に罹患していると認め
られる者が 自殺を図った場合には、原則 として、当該自殺 による死亡に
つ き業務起因性を認めるのが相当であ」 り、「上記注意義務 は、労働者の
心身の健康が損なわれるおそれに対するものであるか ら、この場合の結
果 とは、心身の健康が損なわれることであ り、予見の対象は、心身の健
康が損 なわれることで足 りるとい うべ きところ、 うつ病 を発症 し自殺に
至 るとい うことは、まさに心身の健康が損 なわれるおそれが具体化 した
ものであ り、また、過重な業務 によって心身の健康が損なわれる場合の
一態様 として、うつ病を発症し自殺に至ることが通常あり得ることは周
知の事実 といえることか らすれば、過重な業務等に対す る認識可能性が
あれば、この点の予見可能性 を認めることができるというべ きであ」って、
「使用者に安全 配慮義務違反が認められるには、予見 可能性が必要である
ところ、予見義務 の内容 として、具体 的に 、特定の疾患の発症 を予見 し得
たことまでは要求 されず、『過重労働を すれば 、労働 者の健康が 悪化する
おそれがある』 という抽象的 な危惧 が予見 し得たならば予見 可能性は肯
定され るのであって、具体的 には、①使用 者又は代理 監督者たる上司が 、
当該労働者が心身の健康を 損なっている状態（体調 悪化） を認識 してい
たか又は認識可能であったか、若しくは 、②心身の健康 を損 なう原因と
なった労働実態 について、使用 者又 は代理 監督者たる上司が 認識 してい





この ように、予見可能性 を肯定する裁判例は、使用者の負 うべ き配慮
義務ない し注意義務 について、自殺 という結果 に対する具体的予見可能
性 を求めているので はな く、労働者の健康 を悪化 させる蓋然性があるこ
とを予見 し、あるいはしうる場合 にこれを認めている。
これ らの裁判例 は、労働者の健康 を悪化 させ る状況を回避する義務の
違反があれば、疾患の発生 と死亡の因果関係 もそのまま認めるという立
場 といえるだろう8。もっともこの場合、素因減額 ない し過失相殺 をどの
ように行 うべ きかが、次の重要な問題 となる。
2)予見可能性 を否定する例
他方で、先輩看護師か らのい じめを苦に した男性准看護 師の 自殺 に対
する、加害者への不法行為請求および使用者への債務不履行請求事案で
ある誠昇会北本共済病院事件(さ いたま地判平16.9.24労判883号38頁)
は、「被告誠昇会は、被告Y2ら のAに 対する本件い じめを認識すること
が可能であったにもかかわ らず、これを認識 してい じめを防止する措置
を採らなかった安全配慮義務違反の債務不履行があったと認めることが
でき、…本件い じめ とAの 本件 自殺 との間に事実的因果関係が認め られ
ることは、すで に認定説示 した ところである」が、「い じめによる結果
が必然的に自殺 に結びつ くものでないことも経験則上明らかである。 し
たがって、い じめを原 因とする自殺 による死亡 は、特別損害 として予見
可能性のある場合に、損害賠償義務者 は、死亡 との結果 について損害 賠
償義務を負うと解すべ きである」 として、直接 の加害者である 「被告Y2
らのAに 対す るいじめは、長期間にわた り、 しつように行われていたこ
と、Aに対 して 「死ねよ。」 との言葉が浴びせ られていたこと、被告Y2は、
Aの勤務 状態 ・心身の状況を認識 していたことなどに照らせば、被告Y2
は、Aが 自殺 を図るか もしれないことを予見 す ることは可能であったと
認めるのが相当で」、加害者本人であるY2は死亡 について損害賠償義務
を負 うが、「被告誠昇会が被告Y2ら の行 った本件い じめの内容やその深
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刻 さを具体的 に認識 していたとは認め られない し、い じめ と自殺 との関
係か ら、被告 誠昇 会は、Aが 自殺するか もしれないことについて予見 可
能であったとまでは認めがたい。被告誠昇会は、本件い じめ を防止で き
なかったことによって太郎が被 った損害について賠償する責任はあるが、
Aが 死亡 したことによる損害については賠償責任がない」 として、いじ
めに対する慰謝料500万円のみを認容 している。
前掲の予見可能性 を認める裁判例が、労働者が 自殺す ることに対す る
具体的な予見可能性 を、使用者の労務管理上の注意義務違反 ない し安全
配慮義務違反の前提 として、あるいは死亡 との相当因果関係の前提 と捉
えて こなかったのに対 し、本判決はい じめを原 因とする自殺 による死亡
は 「特別損害」である として、自殺 に対する具体的な予見可能性 を問題
にしている点が特徴である。同判決が、このような処理をい じめ自殺固
有の問題 ととらえているのか、労働者の自殺一般の問題 として捉 えてい
るのかは明瞭でない ものの、従前多 くの裁判例が認めて きた、精神障害
の発生 と自殺の相当因果関係 をス トレー トに認める処理 とは明らかに立
場 を異にするものといえる。
しか し、労働者の自殺 に対する損害賠償責任を否定 した例 では、死亡
という結果に対する予見可能性がないことを理由に、請求 を棄却するも
のが多い。
たとえば、 日勤教育を受けていた運転士の自殺 に対する遺族か らの損
害賠償請求事案であるJR西日本尼崎電車区事件(大 阪高判平18.11.24労
判931号51頁)は、運転手に対する日勤教育実施 と自殺に条件的因果関
係 は認め られるが、「権利侵害行為 と結果(損 害発生)と の問に法律上の
因果関係があるというためには、単 に条件的因果関係があるのみならず、
行為 と損害発生 との間にいわゆる相当因果関係があると認め られること
を要すると解すべ きであ」 り、「使用者が、被用者に対 し、指導 教育 を行っ
たことによ り、あるいは指導・ 教育方法の誤 り等で被用者 を精神 的に追
い詰め 、精神 状態 を悪化 させたことが、事実 として認められるとしても、
その精神 状態 の悪化から自殺までに至るとい うことは、極めて特異 な出
来事 とい うべ きであって、通常生ずべ き結果ではない」 として、 自殺は
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特別損害 にあた り、予見可能性がないか ら、相当因果関係がないとして
請求を棄却 している。
また、入社半年後のSEの 自殺に対する遺族か らの債務不履行請求事
案であ るみず ほ トランス システムズ(う つ病 自殺)事 件(東 京高判平
20.7.1労判969号20頁)は、業務の過重性は認め られず、個体的要因が
大 きいから、業務 とうつ病発症の相当因果関係 は認められない し、「Aに
出社を取 りやめるよう指示 しなかったことをもって、被控訴人会社が う
つ病増悪防止義務に違反 したものとい うことはできない。仮 に 「9月25
日及び26日の2日 間の出社」 と 「Aのうつ病の本件 自殺 を決意するほど
までの増悪」 との間に相当因果関係(法 的因果関係)が あるとした場合
においても、上記のような経緯に徴す ると、被控訴人会社において9月
25日以降にAが 出社することによってAのうつ病がその自然的経過を 超
えて本件 自殺 を決意するほど までに急激 に増悪することを予見 すること
はできなかった ものである。そう とすれば、そのような予見義務 を前提
とした安全配慮義務(増 悪防止義務)を被控訴人会社に課すことはでき





あた らないとする中での判示 として、「業務の遂行 とうつ病発症 との間に
は、相当因果関係 も肯定することがで き」、「被控訴人は、亡Aの 心身の
健康状態に十分 に配慮 し、業務量 ・業務内容の適切 な調整を行 うべ き義
務を負 うとともに、健康状態に問題が発生 した場合やそれが顕在化 した
場合には適切な措置 を講ずべ き義務 を負 うもの ということがで きる」が、
「被害法益が生命や健康 に関わる重大なものであるか らといって、直ちに
上記予見の内容が抽象的な危惧感で足 りると解す ることはで きず、本件
の ような安全配慮義務ない し注意義務の存否が問題 となる事案において
も、労働者(亡A)に うつ病が 発症することを具体的 に予見 することま







本判決は 「精神 障害を起 こすおそれに対す る具体的客観的な予見」 と
い う高度な予見可能性 を求めてお り、業務の過重性があ りなが らも、そ
れに対する安全配慮義務や注意義務 も、具体的な障害の発生 の予見が な
ければ認め られない とす る点では、従来の安全配慮義務 に関する裁判例
と大 きく異なる判断枠組みを提示 している。
また、架空出来高の解消を命 じられた営業所長の 自殺 に対する損害賠
償請求事案である前田道路事件(高松高判平21.4.23労判990号134頁)は、
職場のメンタルヘルスについて使用者が何 ら対策をとっていなかった と
はいえず、「Aの部下 らには、Aに 元気が ないあるいはAが 疲 れている
と感 じていた者はいたものの、Aが 精神的な疾患 に罹 っているか もしれ
ない とか、Aに 自殺の可能性があると感 じていた者がいなかった ことは






を受け 、精神的 疾患を発症するなどして 自殺に至るとい うことについて
は、Aの 上司 らに予見可能性はなかった というほかない」 として請求を
棄却 した。
上司 に体 を触 られた女性労働者の自殺 「未遂」に対する不法行為請求
事案であるA株 式会社(自殺未遂)事件(大阪地判平21.10.16裁判所 ウェッ
ブページ掲載)も 、セクシュアル ・ハラスメン ト行為および被害の申告
に対 して十分な調査 を尽 くさせ ないまま、適切な措置を執 らなか ったこ
とは配慮義務に反するが、「本件セクシュアル ・ハ ラスメン ト及びこれに
対するJの 対応(不 作為)と 原告の自殺未遂 との間に相当因果関係があ
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る とまではいえず、他 にこれ を認めるに足 りる的確 な証拠はない」 とし
て退けている。
また、入社37年の労働者の自殺 に対する遺族か らの不法行為損害賠
償請求事案である日本通運(大 阪 ・自殺)事 件(大 阪地判平22.2.15判時
2097号98頁)は、C型 肝炎 によりイ ンターフェロン治療 中の労働者 に
配転や減給を行 ったことが安全配慮義務に違反するとはいえないが、入
院治療 を非難するような発言には 「不安感 を増大させ、精神状態を悪化
させるものであって、Aの 精神面 を含む健康管理上の安全配慮義務 に違
反するものとい うことができる」 ところ、労働者のうつ状態の発症 につ
いては上司に予見可能性があ り安全配慮義務違反が認め られるが、「被告
が、Aに 対 し、解雇 に対する恐れか らうつ病に罹患 していることを前提




対する損害賠償請求事案である国(護 衛艦たちかぜ 〔海上 自衛隊員暴行 ・
恐喝〕)事件(横 浜地判平23.1.26労判1023号5頁)では、部下 をエアガ
ンで打つ、ビデオを無理や り買わせるなど した上官の行為 は不法行為で
あ り、上官個人の不法行為およびその上官 らの指導監督義務違反 と、自
殺 との間に 「事実的因果関係」が認め られるが、損害の算定にあたって、
「被告Y2がAの 死亡による損害 について賠償責任 を負 うとい うために
は、被告Y2に本件 自殺の予見可能性があることを要する」 ところ、Y2
はAを 狙い撃ちにしていたわけではな く、Aも 死亡前 にはY2と行動を
共 にすることも少な くなっていたのであるか ら、「被告Y2に おいて、本
件暴行等 により、Aが 自殺するこ とまで予見す ることがで きた とまでは
認め られない」 から、「Aの死亡によって発生 した損害 について は、被
告Y2の 不法行為 との間に相当因果関係があ るとは認め られない」 し、
指導監督義務違反があった とされる上官 らについて も、「これを予見し












以上2つ の場合 においては、使用者の注意義務 ない し配慮義務違反 に
よるうつ病発症 と自殺 にアプリオ リに因果関係 を認め、使用者の注意義
務ないし配慮義務違反 と、それによる死亡への賠償責任を認める判断が
ほぼ定着 しているといえる。
上記A、Bの 場合、使用者の義務違反か ら死亡 という結果に対す る賠
償責任 をス トレー トに導けるかは法理 としてはなお説明が必要になるで
あろうし、本人 側の要因をどの段階で、 どの程度考慮すべ きか も問題 と
なる。
また、予防的な観点か ら見ると、いずれの立場による場合で も、異常

















自殺 に至る原 因となった精神疾患 の発症 と業務上の要因自体 に対する
認識可能性があれば、使用者に結果 としての労働者の死亡に対 して も予






かな りの蓋然性を もって自殺に至 るとい うわけではないとして も、精
神的疾患を抱 える者が結果 的に自殺 した場合 に、使用者 に労働者の死 に
対す る具体的予見を求めるとすれば、逸失利益の損害賠償が認められる




前述の ような裁判例 の動向について、濱 口教授は、前掲ニ コンほか事
件評釈9に おいて 「本件のように全 く異常の認識がないにもかかわらず
予見可能性 を認定 した例は見当たらない。この点 も、かな り疑問が残る





見可能性について一般論 としては死亡に対す る具体 的予見可能性 は要 し
ないという判示 をしているものの、事案 としては、自殺直前 になんらか
の異常な行動 を使用者側が認識 してお り、あるいは認識 しえたケースで
あ り、事前に行動の異常性を認識 していなかった場合 にも、従来の法理
がそのまま妥当 しえるかについては、議論の余地があると思われる。
しか し、逆 に一般的に死亡 という結果 に対する予見可能性を要求すれ
ば、実質的には被害救済の余地を著 しく狭 くして しまうおそれがあるこ
とか ら、学説 は、前掲立正佼成会事件のように、予見の内容は抽象的な
危惧感で足 りず、何 らかの精神障害を起 こすおそれを具体的客観的に予
見可能であることを必要 とす ることには批判的である。
水 町教授は、前掲立正佼成会事件評釈において、 この ように高度な予
見可能性 を要すると解することは従前の裁判例か らみて疑問があるとし
ているほか10、同様 に和田教授 も、同判決の判断枠組みを批判 した上で、
電通事件を先例 とする判例法理 においては、イ)業 務上の負荷が労働者
の健康 を損な うことが経験則上認められるような場合においては、使用
者 は当然に心身の健康の侵害を予測 してお くべ きであ り、ロ)負 荷の程
度がその程度に至 らない場合で も、個体的要因か ら心身の健康 の侵害が
予測される場合 にはそれを回避する義務を負 うものとされるのであって、
両者は排斥 しあうもので はな く、事案に応 じて相対的に義務の範囲が定
まるものとしている11。
いずれにせ よ、注意義務ない し安全配慮義務の存在の前提 として、一
般 的に死亡 に対する具体的な予見可能性 を求める立場は、支持 されてい
ない。注意義務 ない し配慮義務の内容 として、過重な労働 によ り心身の
不調が生 じた場合、死亡 に対する因果関係は特段問題 としない電通事件
最高裁判例の立場は、おおむね支持されているといえるだろう。
他方で、C.いじめを原因 とする場合については、 これ を電通事件のよ
うに、過重労働を原因とする場合の自殺 と同様の法理で処理 しうるかは、




上 田教授 は、精神障害 ・自殺 を理由とする民事損害賠償請求訴訟 にお
いては、労働 に 「過重性が認め られる以上、精神障害の発症な らびに自
殺 とい う結果 に結びついた可能性 は否定できないことにな り、その他 の




としたうえで、「多 くの裁判例は債務不履行責任 にも過失相殺 を適用する
ことにより、使用者 に求め られる安全配慮義務の程度 に応 じた損害賠償
額を認めるとい うや り方をしてきたのではなかろうか」 と指摘する30。和
田教授が指摘するように、注意義務ない し安全配慮義務は事案 において
相対的であると同時に、重層的なものであ り、労務管理における具体的
な実施可能性 を考 えれば、一次予 防に対応する使用者の通常の対応 と、
二次予防に対応す る使用者の通常の対応 を前提 に義務 内容を考 える必要
があるだろう。
この点、労災保険では使用者の無過失責任を前提 とした業務起因性が
認め られることに加 え、労働者の自殺 に対する民事損害賠償事案 におい
ては、労働者の自殺 についてかなりの広範 囲な使用者の予見可能を前提
とする注意義務 ない し配慮義務が認められて きた。 しか しなが ら、使用





るにせ よ、労働者の死亡 という重大な結果の回避 のため に使用者に具体
的にどの ような措置義務が課せ られているか というレベルでの予見可能
性 と、死亡 によって生 じた損失の合理的配分 をする場合の予見可能性の
違いを踏まえた法理を構築する必要があるように思われる。
労働の過程で一般的に生 じ得 るリスク要因を予防す るという意味での
22
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一次予防の領域で通常求め られる労働者の健康に対す る配慮義務 の内容
と、個別具体的なリスク要因にさらされている労働者 に要求される二次
予防としての配慮の内容 においては、使用者が実際に予見 しうる内容 も
異なるはずである。
一次予防の領域でみる と、通常の労働 の範囲内で異常な所見が見 られ
ない労働者を含めて一概 に 「ひょっとすると自殺 しかねない」 と常 に予
見 し、これを排除するための個別具体的措置をとることは、実際上の問
題 として困難であろうし、配置転換や休職など、労働者にとってかえっ
て不利な措置 を正当化する根拠 になる危険性 もあ りうる。このため、通
常の労働がなされている限 りにおいては、あ りうる事態に対する配慮義
務の内容 は、 リスク回避のために使用者が実施 しうる通常の人事管理上
の措置 を想定すべ きである。通常の労働の範囲で、かつ、使用者が通常
の人事管理 をしている中で労働者の異常 を知覚することがで きない場合
には、注意義務ない し配慮義務の内容 を考えるにあたって、 自殺 とい う
結果まで予見可能であるとすることは、労働者の救済のため とはいえ擬
制的 に過 ぎるし、現実的な使用者の対応能力 を超 えるものであろう14。
労働者保護 という観点か らは、自殺 とい う重大な不利益 を受 けた本人、
遺族 を救済する必要はあるが、これは労災保険(原 理的には使用者の無
過失責任による定額補償)の 範囲で、果たされるべ きである。 自殺の労
災認定に関する判断が適正 になされることを前提 とする必要はあるが、
業務 に起因す るものであれ、本人側 の要因に起因するものであれ、労働
者に特別なリスク要因が存在 しない場合にまで、使用者が自殺を予見 し、
結果 を回避すべ きと解すべ きではなく、使用者が予見すべ きは 「労働者
の心身の健康状態の悪化」にとどま り、死亡そのものを含むものではない。
したがって、偶 々労働者が 自殺 した場合については、やは りその結果 は
通常予見不可能なもの として、死亡 という結果に対する具体 的な予見可
能性がある場合にのみ、一定の義務が生 じると考 えるべ きであろう。
ただし、これは現 に使用者が心身の変調 を発生 させている労働者に対
して使用者が払うべ き注意義務ない し配慮義務の内容 とは異なる。実際
に精神面での変調がある兆候 を見せている労働者に対 しては、自殺 とい
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う結果が発生 しうるリス クが高いことは通常予見で きるか ら、死亡に対
して も具体的予見可能性 を要 しないことになる。
また、使用者が労働基準法や労働安全衛生法 において求められる最低
限の公法上の義務 を懈怠 していた り、社会通念上相当性 を欠 く労働者に
対する人格侵害や心身に対する過重な負荷を与えたりした場合 は、「自殺
をもたらしかねないリス クを発生させる」点で自殺 にも予見可能性があ
ると評価 されるべ きである し、結果 として自殺が発生 した場合に、相当
因果関係が認められるべ きである。その うえで、労働者個人の素因や遺
族側の対応の不備 は、過失相殺ない しその類推適用 によ り調整 を図るべ
きである。 これに対 して、損害範囲の確定 における因果関係 において ま
で自殺に対する予見可能性 を要求することは、実質的に労使間の公平を
害するものであって、賛成できない。
以上 を要すれば、労働者の自殺 に対する予見可能性 は、注意義務 ない
し安全配慮義務違反の存在の前提 として考慮す るときには、企業におけ
る適法かつ通常の労務管理の範囲内で当該労働者の処遇が行われている
限 りにおいて原則 として認め られず、具体的に労働者 の変調ない し自殺
リスクが高いことを認識 していた場合 にのみ、 自殺に対す る予見可能性
が認め られるものと解すべ きであろう15。
そ して適法な通常 の労務管理から逸脱 した処遇が当該労働者 に行われ
たか、当該労働者の変調(原 因は問わない)が 現に認識 され、あるいは
通常認識で きるはずであったとして注意義務違反ない し安全配慮義務違
反が認められる場合には、健康 の悪化 をもって 自殺を含めた予見可能性
が認め られる。そ して損害範囲の確定において自殺に対する予見可能性
を検討すべ きではな く、死亡 による財産的損害および非財産的損害 も含
めて一応の賠償範囲を定めたうえで、本人の素因ないし遺族側の事情は、
過失相殺 ない し過失相殺の類推適用で斟酌 し、具体的損害額を確定すべ
きであろう16。
このように解することが、損害賠償法理としての整合性 を維持 しつつ、














使用者が、一次予防 と二次予防のそれぞれ における対応が一般的水準 を




るが、使用者が一般に求められる注意義務 ない し配慮義務 の内容は、労
働安全衛生法 の規定の整備の進展を中心 として、拡大 してい くことにな
る。現状でなお多数の自殺者がでていることを踏まえた公法規制の整備
と企業の取 り組みに対する支援 を、立法論の中で検討 してい くことの必
要性は高いだろう18。
また、現になんらかの異常な所見 を見せている労働者に対する対応は、
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